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研究成果の概要（和文）：以下の二つが達成されています。ひとつは、診療報酬・介護報酬・障害サービス報酬
のそれぞれについて共通する点や異なる点を、改めてとりわけ厚生労働省が提供する調査や報告書を通じて、洗
い出しが可能となったことであります。
もうひとつは、診療報酬、介護報酬そして障害サービス報酬の3報酬の改定にベースとなる経済実態調査・経営
実態調査について検討しております。医療・介護・障害と機関・事業所は数多くあります。また、それらは開設
主体・母体のもと運営されており、会計基準に差異があります。正当性は確保されていますが、比較可能性とい
う点で、検討する余地があります。本調査研究の成果、今後の議論となりうると思われます。

研究成果の概要（英文）：The following have been achieved two points. One is that it has become 
possible to identify the similarities and differences between medical service fees, nursing care 
fees, and disability service fees on through surveys and reports provided by the Ministry of Health,
 Labour and Welfare, among others.
The other is the economic and management surveys and researches on the revision of medical service 
fees, nursing care fees, and disability service fees. There are many institutions and offices for 
medical care, nursing care, and disability. In addition, they are operated under the founding body 
and parent body, and there are differences in accounting standards. Justification is secured, but 
comparability leaves room for consideration. This is a major achievement of this research and is 
expected to be discussed in the future. 

研究分野： 経営学

キーワード： 医療経済実態調査　介護経営実態調査　障害サービス経営実態調査
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、診療報酬・介護報酬そして障害サービス報酬の3つの報酬制度にかかわり、その改定のベースとなる
経済実態調査・経営実態調査の共通点や特異点を明らかにすることを主目的としています。とりわけ調査客体が
行政調査依頼の増加に負担を感じることがアンケート調査やヒアリング調査から明らかになっています。負担軽
減を模索することで社会的な意義や効果は大きいと感じています。
また、共通点は整理し簡素化する一方、それぞれの報酬ごとの特徴点は重点的に重きを置く必要もあります。一
律な項目ではなく、濃淡を明らかにすることで、それぞれの報酬の意義はクローズアップされ、学術的にも有意
味なことと考えております。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 診療報酬、介護報酬そして障害福祉サービス報酬の 3 つの制度は、わが国の医療・福祉・
障害分野でのきわめて大きな施策の一つです。それぞれの報酬制度が独自性も有していま
す。ただし、その 3 つの制度を横断的に見通した調査研究はこれまでにありませんでした。 
そこで、とりわけ 3 つの制度を何かしらの観点をもとに、一元化して精査してみようと

考えました。3 つの制度では、柱となる調査があります。すなわち経済実態調査・経営実態
調査ですが、それらを取り上げる中で、それぞれに会計情報・非財務情報があります。それ
らの会計情報・非財務情報を横並びさせてみて、一定の統合化が図れるのではないかという
想い・背景がありました。 
 そうした背景の着地が国や自治体から発出される調査を実行する客体側の負担軽減とい
う効果もありうるのではないかと考えておりました。 
 
２．研究の目的 
 目的は、診療報酬、介護報酬そして障害福祉サービス報酬を網羅する会計情報も非財務情
報を模索し、政策的に有用な報告・ディスクロージャーの仕組みについて調査研究すること
にあります。そのため、以下のような目標を設定しました。 
① 報酬決定の基盤となる経済実態調査・経営実態調査には、それぞれに大変多くの評価項

目があります。そこで、3 つの報酬制度における調査項目や質問内容を整理し、精査す
という目標を設定しています。 

② 3 つの報酬制度それぞれの項目の洗い出しの後、共通する項目がどの程度あるのかを明
らかにしています。いわゆる横断的な項目の発見です。その中でも、とりわけ会計情報、
非財務情報について抽出し、整理するという目標を設定しています。 

③ 3 つの報酬制度はそれぞれに特性があるため、それぞれの個別調査項目を明らかにして
おく必要があります。会計情報・非財務情報にもその制度に個別に必要な項目が存在し
ています。そのうえで、3 つの報酬制度にまたがる項目の中で、統合可能な情報につい
て成果としてまとめるという目標を設定しています。 

 こうした複数の目標を設定することで、目的達成できるのではないかと考えました。 
 
 
 
３．研究の方法 
 方法は以下の手順で進めました。 
① 診療報酬・介護報酬そして障害福祉サービス報酬の 3つの制度はそれぞれに制度的・政

策的に非常に重要な特徴や意義があります。3つの報酬制度を比較検討する前提として、
その特徴や意義を正確に把握する必要があります。これについては主として文献研究を
中心とする研究方法を採用しています。与えられた研究機関全体に及ぶものであり、一
定時間を費やすことになります。 

② 3 つの報酬制度の基本は経済実態調査、経営実態調査であり、それらの設問項目がどの
ような項目なのかを洗い出すとともに、横断的な観点から比較検討する必要があります。
会計情報・非財務情報もそこに包含されています。客体向けに作成されているアンケー
ト項目を丹念に精査することが必要です。 
その過程の中で、共通した部分・共通項が発見されると考えています。 
また、医療機関・社会福祉法人など評価客体はさまざまであり、それらの客体側からは
調査そのものが事務負担増との指摘もあります。そこで、どの程度の負担感があるかに
ついてアンケート調査、ヒアリング調査などにより、明らかにしていきます。 

③ 上記アンケート調査結果を有効活用するため、統計的な分析も取り入れて、さまざまな
観点から相関関係等も明らかにしていきます。 

④ 3 つの診療報酬は政策的な観点もあり、厚生労働省などをはじめとする所轄官庁、日本
医師会、全国社会福祉協議会、日本公認会計士協会など関係団体と協議していきます。 

⑤ 最終的には、学会報告・発表を通じて、3 つの報酬制度にかかわる会計情報・非財務情
報の統合可能性を模索するものであります。 

 
４．研究成果 
 成果としては以下の通りです。 
① 診療報酬・介護報酬そして障害福祉サービス報酬改定の柱となる経済実態調査、経営実

態調査の設問項目において重複があり、とりわけ基本調査項目において共通部分が多い
ことを確認しています。 

② また、その共通部分がやはり評価客体となるさまざまな事業者にとって、事務負担の増
大という状況についても理解することができました。よって、そのような観点をも検討
し、3つの報酬における項目の統合化を考慮しています。 



③ 3 つの報酬制度はそれぞれに政策的背景があり、独自の項目を有しています。その必要
性を明らかにすることができています。それと同時に、3 つの制度は有機的に関連して
いることを明らかにしました。 

④ 研究成果としては、以下のようになりました。 
研究報告・発表    2 回 
雑誌等調査研究論文  3 点 
共著においての調査研究論文 1 点 

研究成果は可視化することができています。なお、未曽有の有事であった新型コロナ感染
症の影響で研究期間につき猶予をいただきました。感謝を申し上げます。また、結果として
当初の研究費支給額の残余がありました。オンラインを主とする研究方法の工夫など経費
を節減した結果であります。 
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